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会議次第

１．開会・市長あいさつ（5分）

２．各構成員から自己紹介（20分）

３．本日の論点・意見交換（55分）

４．閉会（3分） 2



２．各構成員の自己紹介
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２-1．安藤構成員報告資料
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第１回尼崎市子育て政策懇談会（2024.10.28)
自己紹介: 安藤道人（立教大学経済学部）

• 社会保障や地方財政の計量分析を専門としています。

• 個別の政策領域に関しては「浅く広く」研究しています。

• 地方財政・介護・医療・保育・住宅・困窮者支援など

• こども・子育て政策に特化した専門家ではありません

• 「政策効果の検証」を主にやっています。

• 日本の歴史的・制度的文脈を意識した研究をするようにしています。
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日本語ではこういうものを書いています

『経済セミナー』2024年4・5月号
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自治体裁量大

自治体裁量小

• 生活保護（生活扶助・教育扶
助など）

• 自治体独自の子どもの貧困対策

• 学習支援（生活困窮者自立支援）

• 就学援助制度

自己負担分を
自治体が助成

自治体間競争の主戦場は「国の普遍的制度の自己負担分の無償化」

• 児童発達支援・放課後等デイ

選別的
（受益者少ない）

普遍的
（受益者多い）

• いくしあ
• こども医療費無償化
• 保育料無償化（ 0～2歳児）
• 給食費無償化
• 高校授業料無償化（補助上乗せ）

• 皆保険制度（国：自己負担2割/3割）
• 3～5歳の保育料料無償化（国）
• 義務教育の無償化（国）
• 高等学校等就学支援金制度（国）

7



子育て世帯にとっての教育・社会保障の
自己負担の無償化の効果とは？

金銭的効果 健康効果 教育効果 ジェンダー平等
/WLB効果

医療費の無償化 あり なし orあり - -

保育料の無償化 あり - 不明 あり？

給食費の無償化 あり 不明 - -

高校授業料の無償化 あり - 不明 -

• 金銭的効果は心理的な効果も含めれば明瞭に存在する
• 子育て世帯も金銭的負担にもっとも関心がある
• 広範な中間層の子育て層にアピールできる

制度の内容および既存研究からの示唆（安藤の主観に基づく）
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明石市の試み

出典：泉房穂(2023)『社会の変え方 日本の政治をあきらめていたすべての人へ』 ライツ社

「国の制度の自己負
担分の無償化」の
普遍的政策

注目を集める＆
新規性や重要性の
高い選別的政策
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自治体間競争下の子ども・子育て政策

• こども政策の自治体間競争は「国の普遍的制度の自己負担分の無償化」の領域

で生じている。

• 自治体間の財政格差を踏まえると国の対応が急務。だが自治体として競争に目

を背けるわけにもいかない。

• 自治体が直面する課題と財政的なトレードオフ

1. 自治体間競争：「国の制度の自己負担分無償化」の競争は避けられない

2. こども政策：「子育て・教育費用の私的負担」軽減のための現物・現金給付の拡充

3. 母親支援：母親の就労・生活・休息支援の拡充

4. 父親支援：父親の家事・育児支援（を通じた母親の就労・子育て支援）の拡充

5. 選別的政策：貧困・虐待・障害などに関するこども政策の拡充
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「母の壁」を解消するための政策は母親を惹きつ
けるはず。だが自治体にできることがあるか？

• 「保育の壁」については、待機児童解消、保育料軽減、よりよい
保育所申請・保育所利用、学童拡充など、実現可能性はともかく、
政策的課題はある程度は見えている。

• 「家庭の壁」や「職場の壁」への介入は可能か？

• 父親の育休取得支援

• 父親の労働時間短縮支援

• 父親の家事・育児支援

• 母親の就職支援や就労継続支援

• 母親の子育て支援

• 国も大したことができない・できていない領域

• ただの啓蒙活動ではなく、自治体として実質的な支援（仕事や家
事育児における性的役割分担の見直しに対するインセンティブ付
与など）がどこまでできるか
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２-2．瀧井構成員報告資料
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瀧井智美 自己紹介

株式会社ICB 代表取締役
株式会社ワーク・ライフバランス 上級認定コンサルタント
甲南女子大学 リーダーシップ開発科目担当

【活動実績一例】
2015年～2019年 京都府ウィメンズベース事業（女性活躍・WLB・働き方改革）統括リーダー
2016年～2020年 奈良県女性活躍推進・働き方改革推進事業 受託運営
2021年～現在 大阪市女性活躍リーディングカンパニー認定企業向け支援担当
2021年～現在 自治体初 神戸市女性のためのコワーキング「あすてっぷコワーキング事業」受託運営
2023年～2024年 神戸市女性役員育成研修事業 受託運営
2024年～現在 兵庫県女子学生×ミモザ企業マッチング推進事業 受託運営

【プライベート】
夫と娘3人（孫2人）
私自身、子育て中、一番必要としていたのは多様な働き方の選択肢が増えること
働きたい気持ちを応援してもらえること、それが今の仕事に繋がっている

専門はワークライフバランス・ダイバーシティ推進
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今、ケアからフェアへ、働きやすさから働きがいへ

女性差別をなくす

雇用機会均等法
等の法制度の整備

女性活躍1.0 働きやすい環境重視

両立支援 WLB

女性活躍2.0
働きがい・活躍促進

女性活躍推進法

女性活躍3.0

多様な人材の活躍へ

ダイバーシティ2.0

リクルートワークス研究所「Works第3７号」より引用再構成

子育て中の女性が望んでいることは、子育て支援もだけど
「働きやすく働きがいのある職場で自分の力を発揮できること」
子育てにかかる費用を考えると自分の収入を上げていきたいし
生きがいを持って働くことを応援してほしい！

ダイバーシティ1.0
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最近の民間企業の取り組み

早期復職支援
早く戻りたい人をサポート

子育てしながらも責任ある仕事ができるように
家事代行サービスやベビーシッター補助などが好評
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他市の事例 神戸市あすてっぷコワーキング

■2021年9月 神戸に開設

一時保育に子どもを預けてスキルアップや
資格取得など働き続けることや再就職の
準備に取り組めると連日満席状態

近隣市からも問い合わせ多数あり

（2023年度は延べ4,400名の利用）

■2024年8月 2拠点目 学園都市開設

夫婦での利用が多く、共働き世帯にとっ
て、「働くことも子育ても応援してもらえる
場所」と喜ばれている

11月は人生を楽しむパパ向け講座も
開催予定。地域での繋がりの拠点として
も期待されている
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他市の事例 京都ウィメンズベース

多様な働き方を応援することで魅力ある地域になっていく！ 17



他市の事例 京都府子育て環境日本一推進戦略

子育て環境一とは、“共に働く共に育てる”が実現できる地域！18



他市の事例 兵庫県・神戸市ミモザ企業認定

学生や若い世代がこの認定を受けている企業に注目している！

認定項目
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働くも子育てもしやすい尼崎へ！

女性が生きがいを持って働けるようにしていくこと！
尼崎が働くこと（夫婦の所得向上）、に市としてどう
いう政策ができるかを一緒に考えていきたいです！

尼崎ならではの取り組みで「ここで暮らし、子育ても仕事も豊かになる」ブランディングへ
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２-3．筒井構成員報告資料
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ライフステージ別の家計モデル（夫婦+子ども2人のモデルケース）
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夫婦＋0～2歳＋3～5歳

夫婦＋小学生＋3～5歳

夫婦＋小学生2人

夫婦＋小学生＋中学生

夫婦＋中学生＋高校生

夫婦＋高校生＋大学生（私立）

ライフステージ別家計モデル（月額必要総額の比較）

 子どもが小学生になる頃から月ごとの子育てにかかる総額は増加し始め、

中学生以降、子どもの年齢が上がるにつれて、家計負担は増大する

 子どもが高校生と大学生の家計では、月約50万円の家計負担となり、

共働きをしないと家計負担を賄いきれない状況が推察される

※筒井氏作成資料を基に事務局作成
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22



ライフステージ別の家計モデル（夫婦+子ども2人のモデルケース）
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夫婦＋小学生＋3～5歳

夫婦＋小学生2人

夫婦＋小学生＋中学生

夫婦＋中学生＋高校生

夫婦＋高校生＋大学生（私立）

家計全体に占める費目別の構成比の比較

住居 食料 教育 交通・通信 教養娯楽 水道光熱費 保険医療 被服及び履物 家具・家事用品 その他の消費支出

 構成比ベースでみると、子供が小さい頃は、住居、食料費が大きな比率を占める

が、中学～高校期くらいから教育費の比率が大きくなる

※筒井氏作成資料を基に事務局作成
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ライフステージ別の家計モデル（夫婦+子ども2人のモデルケース）

住居 食料 教育 交通・通信 教養娯楽 水道光熱費 保険医療
被服及び履

物

家具・家事

用品

その他の消

費支出

夫婦＋0～2歳＋3～5歳 91,000 65,000 38,050 37,000 30,000 21,000 14,000 10,000 5,000 17,000

夫婦＋小学生＋3～5歳 91,000 75,000 40,000 37,000 30,000 21,000 14,000 10,000 5,000 7,000

夫婦＋小学生2人 91,000 85,000 60,000 37,000 30,000 22,000 15,000 14,000 14,000 30,000

夫婦＋小学生＋中学生 91,000 90,000 75,000 41,000 30,000 22,000 19,000 15,000 15,000 30,000

夫婦＋中学生＋高校生 91,000 90,000 90,000 45,000 30,000 22,000 19,000 15,000 15,000 30,000

夫婦＋高校生＋大学生（私立） 91,000 90,000 125,000 45,000 30,000 22,000 19,000 15,000 15,000 30,000

125,000 

0

20,000
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60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

家計全体に占める費目別金額の比較

夫婦＋0～2歳＋3～5歳 夫婦＋小学生＋3～5歳 夫婦＋小学生2人 夫婦＋小学生＋中学生 夫婦＋中学生＋高校生 夫婦＋高校生＋大学生（私立）

※筒井氏作成資料を基に事務局作成
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給与所得控除の上限額の推移

※筒井氏作成資料を基に事務局作成

給与等の

収入金額

給与所得控除の

上限額
備考

2013年～2015年 1,500万円超 245万円

2016年 1,200万円超 230万円

2017年～2019年 1,000万円超 220万円

2020年～ 850万円超 195万円
子育て世帯・障害者を扶養する世帯等は、

別途所得金額調整控除あり

給与所得控除

⇒給与所得の算出時、給与収入から差し引ける必要経費相当額のこ

と。
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３．本日の論点（補足資料）
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ライフステージ別の子育てイベントと主な支援策

妊娠～出産 0～2歳 3～5歳 小学校 中学校 高校 大学

子育て
イベント

・妊娠

・妊婦健診

・出産準備
（ベビー用品等）

・出産

・保育園入園
（園費用）

・おむつミルク

・予防接種

・幼稚園入園
（園費用）

・習い事費用

・入学準備
(学用品等)

・給食費

・修学旅行費用

・習い事費用

・入学準備
（制服等）

・給食費

・修学旅行費用

・部活動費用

・学習塾

・高校受験費用

・入学金

・入学準備
（制服等）

・授業料

・修学旅行費用

・部活動費用

・学習塾

・大学受験費用

・入学金 ・就職

・入学
（授業料、仕送り費用
等）

・就職

主な
支援策

・産前産後ヘルパー／産後ケア

・乳幼児医療費助成、子ども医療費助成

・伴走型相談支援

・妊婦健診助成

・産婦健診助成

・乳幼児健診
（3,9か月,1.5,3歳）

・不妊治療助成

・すこやかプラザ・つどいの広場

・児童ホーム
・こどもクラブ

・病児・病後児保育

・ファミリーサポートセンター

・児童手当 ・育英（各奨学金）児童手当R6.10から

・出産・子育て給付金

… 経済的負担軽減
… 時間的負担軽減
… 心理的負担軽減27



3-1.
ライフステージ別子育て負担軽減策の他都市比較
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年代別の子育て負担軽減策の実施状況【出産前・後】

尼崎市 神戸市 西宮市 伊丹市 宝塚市 芦屋市 川西市 三田市 阪神間平均
（神戸市除く）

上限額 87,950 120,000 100,000 98,000 106,000 106,000 100,000 106,000 100,564

自己負担額 42,400 10,350 30,350 32,350 24,350 24,350 30,350 24,350 29,786

【出産前】妊婦健診助成（単胎妊娠）について

【出産後】産婦健診助成について

大阪市 池田市 吹田市 豊中市 箕面市 大阪府平均

上限額 120,810 98,000 120,000 126,840 120,000 117,130

自己負担額 9,540 32,350 10,350 3,510 10,350 13,220

尼崎市 神戸市 西宮市 伊丹市 宝塚市 芦屋市 川西市 三田市

助成額 10,000
（5000*2）

10,000
（5000*2）

10,000
（5000*2）

－ 5,000
（5000*1）

－ － 10,000
（5000*2）

大阪市 池田市 吹田市 豊中市 箕面市

助成額 10,000
（5000*2）

10,000
（5000*2）

10,000
（5000*2）

10,000
（5000*2）

10,000
（5000*2）

▶阪神間・大阪府下で比較すると、
ともに本市が最も低くなっている。

▶阪神間・大阪府下で実施している市
（※宝塚市以外）において、助成額は本
市と同様に10,000円となっている。

※自己負担額については、本市の助成額87,950円に本市が助成対象外としているエコー検査代（８回分×5,300円＝42,400円）を合計した130,350円を
妊婦健診の総額と仮定した場合の金額

▶阪神間では伊丹・芦屋・川西が未実施

（円）

（円）
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年代別の子育て負担軽減策の実施状況【就学前】

所得割 尼崎市 神戸市 西宮市 伊丹市 宝塚市 芦屋市 川西市 三田市 阪神間平均
（神戸市除く）

48,600未満 13,200 6,200 10,400 14,300 14,500 9,500 14,700 17,000 13,371

97,000未満 23,700 24,000 24,000 28,500 25,500 25,500 29,000 30,000 26,600

169,000未満 36,100 35,600 39,100 42,800 40,600 43,500 44,500 44,500 41,586

301,000未満 54,900 49,700 56,200 58,900 60,400 60,000 61,000 57,000 58,343

397,000未満 65,500 66,000 69,800 77,600 80,000 71,000 80,000 72,000 73,700

397,000以上 76,100 66,000 84,400 87,400 92,000 89,000 90,000 88,400 86,757

【就学前】保育料の利用者負担額について

所得割 大阪市 池田市 吹田市 豊中市 箕面市 大阪府下平均

48,600未満 11,800 10,750 8,200 10,700 9,600 10,210

97,000未満 24,900 25,520 16,400 19,400 23,400 21,924

169,000未満 39,400 39,170 33,000 34,000 42,200 37,554

301,000未満 53,000 45,710 51,200 45,900 52,300 49,622

397,000未満 61,700 62,300 67,200 57,700 59,800 61,740

397,000以上 65,900 67,600 77,200 78,000 69,400 71,620

70,600 87,200

（円）

▶阪神間（神戸市除く）で比較すると、
全ての層で阪神間平均より安くなってい
る。
▶大阪府下で比較すると、ほとんどの層で
大阪府下平均より高くなっている。

※赤字が本市より安い層
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年代別の子育て負担軽減策の実施状況 【就学後（小学校）】

尼崎市 神戸市 西宮市 伊丹市 宝塚市 芦屋市 川西市 三田市
阪神間平均
（神戸市除く）

日額単価 272 260 275 273 230 265 276 279 267

月額 4,193 4,008 4,240 4,209 3,546 4,085 4,255 4,301 4,118

年額 50,320 48,100 50,875 50,505 42,550 49,025 51,060 51,615 49,421

【就学後（小学校）】給食費について

大阪市 池田市 吹田市 豊中市 箕面市 大阪府下平均

日額単価 無償 250※ 256※ 243 265 254

月額 無償 3,854 3,947 3,746 4,085 3,908

年額 無償 46,250 47,360 44,955 49,025 46,898

※無償化（上半期）※無償化（上半期）

※平均については、無償化の自治体を除いて算出

※年額については、給食実施日を185日で算出

▶阪神間・大阪府下で比較すると、
平均よりは高くなっているが、ほぼ同
水準

（円）

※赤字が本市より安い市
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年代別の子育て負担軽減策の実施状況 【就学後（中学校）】

尼崎市 神戸市 西宮市 伊丹市 宝塚市 芦屋市 川西市 三田市 阪神間平均
（神戸市除く）

日額単価 310 340※ 325 無償※ 270 306 311 323 308

月額 4,263 4,675 4,469 無償 3,713 4,208 4,276 4,441 4,228

年額 51,150 56,100 53,625 無償 44,550 50,490 51,315 53,295 50,738

【就学後（中学校）】給食費について

大阪市 池田市 吹田市 豊中市 箕面市 大阪府下平均

日額単価 無償 290※ 340※ 310 328 317

月額 無償 3,988 4,675 4,263 4,510 4,359

年額 無償 47,850 56,100 51,150 54,120 52,305

※半額措置中（170円） ※R6～完全無償化

※無償化（上半期）※半額措置中（170円）

※平均については、無償化の自治体を除いて算出

※年額については、給食実施日を165日で算出

▶阪神間・大阪府下で比較すると、
平均よりは高くなっているが、ほぼ同
水準

（円）

※赤字が本市より安い市
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年代別の子育て負担軽減策の実施状況 【就学後（高校生）】

兵庫県下 大阪府下（※２）

年収目安（※１） 公立 私立（※３） 公立 私立

590万円未満
無償

（国：118,800円）

無償
（国：396,000円）
（県：44,000円）

無償
（国：118,800円）

無償
（国：396,000円）

（府：残り授業料全額）

730万円未満
無償

（国：118,800円）

202,000円
（国：118,800円）
（県：120,000円）

無償
（国：118,800円）

無償
（国：118,000円）

（府：残り授業料全額）

910万円未満
無償

（国：118,800円）

261,200円
（国：118,800円）
（県：60,000円）

無償
（国：118,800円）

無償
（国：118,000円）

（府：残り授業料全額）

910万円以上
118,800円

（国：支援金なし）
（県：支援金なし）

440,000円
（国：支援金なし）
（県：支援金なし）

無償
（国：支援金なし）
（府：118,800円）

無償
（国：支援金なし）
（府：授業料全額）

【就学後（高校生）】高校授業料（全日制）に対する支援金について

※1 年収の目安については、共働き世帯やきょうだいの数などによって変動するが、『両親・高校生・中学生の4人家族で両親の一方が働いている場合の目安』で比較
※2 大阪府については、現在段階的に無償化を実施しており、令和８年度に予定されている完全無償化した場合を表記。
※3 兵庫県については、多子加算（10,000円）抜きの金額。また、私立の授業料については、文部科学省調査（私立高等学校（全日制）の初年度授業料等
について）から令和４年度の兵庫県の平均授業料（約440,000円）で自己負担額を算出。

▶大阪府下と比較すると、公立のうち年収910万以上の世帯と、私立のうち年収730万以上の世帯において自己負担額が
高くなっている。
（参考）神戸市においてR6年度からは通学定期代を補助（無料化）を実施予定（9月以降の定期代が完全無償化） 33
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出産前 出産後 就学前 小学校 中学校 高校 平均

平均：2,390,182円

尼崎市 神戸市 西宮市 伊丹市 宝塚市 芦屋市 川西市 三田市 大阪市 池田市 吹田市 豊中市 箕面市

出産前妊婦健診 42,400 10,350 30,350 32,350 24,350 24,350 30,350 24,350 9,540 32,350 10,350 3,510 10,350

出産後産婦健診 0 0 0 10,000 5,000 10,000 10,000 0 0 0 0 0 0

就学前保育料 1,976,400 1,789,200 2,023,200 2,120,400 2,174,400 2,160,000 2,196,000 2,052,000 1,908,000 1,645,560 1,843,200 1,652,400 1,882,800

小学校（給食） 301,920 288,600 305,250 303,030 255,300 294,150 306,360 309,690 0 287,100 336,600 306,900 324,720

中学校（給食） 153,450 168,300 160,875 0 133,650 151,470 153,945 159,885 0 143,550 168,300 153,450 162,360

高校授業料（※） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 2,474,170 2,256,450 2,519,675 2,465,780 2,592,700 2,639,970 2,696,655 2,545,925 1,917,540 2,108,560 2,358,450 2,116,260 2,380,230

年代別の子育て負担軽減策の実施状況 【全年齢（0～18歳）】

※保育料と高校授業料については、所得割301,000円未満（約641～約930万円）の層で比較
※保育料は0～2歳の３年間の保育料
※高校授業料については、公立（全日制）の授業料
※多子軽減策は考慮していない

各ライフステージごとの総負担額の比較

▶阪神間で比較すると、伊丹市に次ぐ２番目に自己負担額が安く
なっている。
▶大阪府下で比較すると、全ての市において自己負担額が高くなっ
ている。

★家計支援策に対する自己負担額がどれほどになるのか、項目をか
なり限定して比較しており、家計全体の負担額ではない。 34



年代別の子育て関係の負担軽減策の実施状況について
子育て世帯への家計支援策の充実度を比較

負担項目 支援策 他市比較による充実度 医療費制度の充実度

出産前 妊婦健診
妊婦健診助成
（単胎妊娠）

阪神間 ▲ 助成額が一番低く負担額が大きい －

大阪府下 ▲ 助成額が一番低く負担額が大きい －

出産後 産婦健診 産婦健診助成
阪神間 ○ 同水準（一部未実施の市もあり） ○

大阪府下 ○ 同水準 ○

就学前 保育料 －
阪神間 ○ ほとんどの層で安い ○

大阪府下 ▲ ほとんどの層で高い ○

小学校 給食費 －
阪神間 ○ （無償化自治体を除けば）ほぼ同水準 ▲

大阪府下 ○ （無償化自治体を除けば）ほぼ同水準 ○

中学校 給食費 －
阪神間 ○ ほぼ同水準 ▲

大阪府下 ○ ほぼ同水準 ○

高 校 授業料 －
阪神間 － － ×

大阪府下 ▲ 高所得世帯と私立高校の負担額が大きい ×

○・・・支援策等を実施しており、助成額等が同水準以上の場合
▲・・・支援策等は実施しているが、助成額等が平均より低いなどの場合
✖・・・支援策等が特にない場合

★家計支援以外の支援策もあり、金額だけはライフステージごとの充
実度は推しはかれないため、あくまでも目安。 35



3-2.本市の取り組み

「あまがさき子ども・子育てアクションプラン」
～「働く」も「子育て」も応援するまち～

36



■３つの負担軽減

子ども・子育てに伴う「経

済的負担」「時間的負担」

「心理的負担」の軽減を目

指します。

■3年間で50億円の投資

令和6年度から令和8年度の

3か年にわたり子ども・子育

て分野に新たに総額50億円

の集中投資を行います。

経済的負担

時間的負担 心理的負担

保育料

医療費

児童ホーム利用料

児童ホーム待機児童

煩雑な手続き

病児保育

保育所待機児童

家計の圧迫

一時預かり

職場の無理解

子どもの健康・発達

給食費

漠然とした不安

いじめ

子育てのいらいら

※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。

※投資的経費を含みます。
※総額は現時点における3年間の目標を示したものであり、個別の事業の予算

については各年の予算編成において明示します。

妊婦健診 出産費用

制服代

産後ケア

不登校

塾・習い事

子ども・子育てアクションプランの概要

－3年間で40のアクションに50億円の投資－
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子ども・子育てアクションプラン40項目の取組内容

No 項 目
３つのサポート＋１ 実施時期

家計 ゆとり 安心 プラス１ R6 R7以降

1 保育料の引き下げ ● ●

2 フリースクール等の利用者への補助 ● ●

3 子どもの医療費助成の18歳までの拡充 ● ●

4 低所得世帯向け新生児聴覚検査の費用助成の実施 ● ●

5 低所得世帯向け初回産科受診料の費用助成の実施 ● ●

6 妊婦健診の費用助成の拡充 ● ●

7 多子世帯向け負担軽減策の実施 ● ●

8 保育所待機児童ゼロの実現 ● ●

9 児童ホーム開所時間の延長 ● ●

10 児童ホーム待機児童ゼロの実現 ● ●

11 児童ホーム等への昼食配送 ● ●

12 育児休業中の児童ホーム利用条件の緩和 ● ●

13 母子手帳アプリの機能拡充 ● ●

14 児童ホームでの連絡アプリの導入 ● ●

15 保育所、幼稚園、学校の諸手続きのオンライン化 ● ●
38



子ども・子育てアクションプラン40項目の取組内容

No 項 目
３つのサポート＋１ 実施時期

家計 ゆとり 安心 プラス１ R6 R7以降

16 児童ホーム・こどもクラブのWi-Fi整備 ● ●

17 学校諸費と給食費の徴収システムの改善 ● ●

18 産後ケア事業の拡充 ● ●

19 24時間子育て相談窓口の開設 ● ●

20 スクールソーシャルワーカーの増員 ● ●

21 子どもに関する各種データ連携による支援の強化 ● ●

22 児童相談所の開設 ● ●

23 里親制度の普及・啓発、里親による支援の充実 ● ●

24 母子保健と児童福祉を一体的に対応するセンターの設置 ● ●

25 困難な状況にある子どもの居場所支援の実施 ● ●

26 里親を活用した子育て家庭のショートステイ事業の実施 ● ●

27 学校環境の整備・充実（トイレの洋式化等） ● ●

28 学校ICT環境の整備 ● ●

29 保育所における医療的ケア児の受入拡大 ● ●

30 スクールロイヤーの設置 ● ●
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子ども・子育てアクションプラン40項目の取組内容

No 項 目
３つのサポート＋１ 実施時期

家計 ゆとり 安心 プラス１ R6 R7以降

31 不登校児童生徒の校内居場所の設置 ● ●

32 「学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）」の設置 ● ●

33 日本語ボランティアの学校派遣の試行実施 ● ●

34 子育て情報発信サイトの作成 ● ●

35 図書館機能の充実（北図書館の再整備など） ● ●

36
屋内遊戯施設「Moooviあまがさき」等におけるイベント
の充実

● ●

37 都市公園の充実（インクルーシブ公園の整備など） ● ●

38 子育て世帯に向けた住宅確保の支援 ● ●

39 駅周辺での子育て情報等の発信 ● ●

40 企業等による育休取得等の促進 ● ●
40



3-3.本市の取り組み

乳幼児等・こども医療費に関する制度と他市比較

41



制度名 対象・年齢 所得区分 自己負担額（通院） 自己負担額（入院）

乳幼児等医療費

未就学児 － 無償

無償

小学１～３年生
低所得
一般
特定

無償
400円
800円

こども医療費

小学４～中学生

高校生 － 対象外

乳幼児等・こども医療費に関する制度の概要について
疾病等になった場合でも安心して暮らせるよう、保護者等の経済的負担や精神的負担を軽減し、受給者の保健

の向上と福祉の増進を図ることを目的に、保険診療に係る自己負担分の一部または全額を助成するもの。

低所得 保護者及び扶養義務者のいずれもが市民税非課税で、年金収入とその他所得の合計額が80万円以下

一般 保護者及び扶養義務者の市民税所得割額の合計額が23万5千円未満

特定 保護者及び扶養義務者の市民税所得割額の合計額が23万5千円以上

≪所得区分≫※乳幼児等及びこどもの所得区分（障害者・母子は基準が異なる）

※自己負担額は、１医療機関等あたり１日の上限金額で、月２回までの負担

42



・三田市（R6.1～）

▶ 所得により一部自己負担を設定

・神戸市(R5.10～)、西宮市(R5.1～)、芦屋市（R6.7～）

▶ 所得に限らず一律の自己負担を設定している。

※ 西宮市は、県制度上対象であれば無償、対象外であれば一律の
自己負担額を設定している。

こども医療費助成の他都市の状況について

近年、こども医療費を高校生まで拡充している自治体は増えてきている。

（参考）
・伊丹市、宝塚市、川西市は、高校生は対象外（ただし３市とも、中3まで全員無償）
・大阪府下は、高校生まで対象としており、一律500円の自己負担を設定
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厚労省統計令和３年度国民医療費より
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３.本日の論点・意見交換
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本日の論点

○子育て世帯に対する経済的支援について

○医療費助成について

○その他子育て世帯への支援について
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４.閉会
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